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のも、過去に引き上げが延期された経緯があるからで、
春頃には「国内景気の動向でまた延期するかも」との
声もちらほら聞かれたものだ。
　骨太方針原案では、「消費税率10％引き上げを実施
するとともに、税率引き上げによる需要変動の平準化
に万全を期す」と記され、来年度税制改正論議が本番
を迎える。この消費税率10％への引き上げは、国内自
動車需要に大きな影響を与える車体課税の見直しと連
動してもらわねばならない。すなわち積年の課題だっ
た自動車関係諸税抜本改革に結びつけるための最大の
チャンスであり、最後のチャンスと言っても過言では
ない。
　５月に日本自動車工業会（自工会）新会長に就任し
た豊田章男トヨタ自動車社長も「国内のクルマ・バイ
クのお客様が離れていくのは寂しい。４輪車で8,000
万台近い保有があり、これを生かせれば国内マーケッ
トの活性化はまだまだ可能。本年は自動車税制改正の
論議について大きなヤマ場を迎える。国際基準でも日
本のクルマのユーザーは世界（主要国で）で一番高い
税金を払っている。この複雑で過重な自動車関係諸税

　政府は、経済財政運営の方針
（骨太の方針）で2019年10月か
らの消費税率10％への引き上げ
実施を明記し、いよいよ消費増
税に向けて動き出す。こう書く

に終止符を打ち、制度の簡素化とお客様の負担軽減に
向けて積極的に取り組んでいきたい」と強調した。
　たしかに、自動車関係諸税の負担は大きい。例えば、
車検時に「重量税って何なんだ？」と思いながらも、
多くの自動車ユーザーは車検をとるために払っている
のが現状だ。過去、自動車の税金は道路特定財源制度
ができて以来、増税や新税創設が繰り返されてきた。
国の財政のために「取りやすいところから取る」対象
がクルマだったし、車体課税の論議や国際基準はわか
っていても「クルマが取りやすい」ことで変わらなか
ったのだ。
　しかし、2014年４月の消費税率８％への引き上げの
例をみても、自動車需要に大きく影響し、景気停滞に
つながっている。とくに、2015年４月に軽自動車税が
7,200円から10,800円へと引き上げられ、3,600円増税
されたことにより市場が大きく落ち込んだのは、軽自
動車の利用者が多く、しかも一世帯で複数台保有して
いる地方での増税の影響が響いたからだろう。
　来年10月からの消費税率10％への引き上げに伴い、
自動車取得税が撤廃されることになるが、取得税の付
け替えのような環境性能課税が新たに導入される。グ
ローバル化時代における国際基準をベースに、しっか
りとした論議で自動車関係諸税のあり方やその方向性
を定めてもらいたいものである。
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積年の懸案である自動車関係諸税抜本改革の正念場迎える
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